
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやぎ県民センター 

ニュースレター 

発行：東日本大震災復旧・復興支援みやぎ県民センター  

      〒980-0804  仙台市青葉区大町２丁目５-10-305  ℡022-399-6907 fax022-399-6925 

http://www.miyagikenmin-fukkoushien.com/  E-mai l：miyagi.kenmincenter@gmail .com 

１～４P 災害公営住宅入居者調

査まとまる。   

５～６ｐ 沿岸市町独自義援金

７１億円 

７～８ｐ 改正災害対策基本法

施行 

９Ｐ   「住民・地域主権の

復興まちづくりへ」

発売中 

6月23日、「仙台市住みよい復興公営住宅を考える会」

の総会が開催されました。コミュニティを守るため粘り

強い取組が進められています。 
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図１ 災害公営住宅入居者 高齢化率・単身高齢世帯率 
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災害公営住宅入居者調査まとめる 

一般入居世帯 25％に迫る 

福島仮設、27 年 3 月末まで 

 福島県は、7 月、大熊、双

葉両町の原発避難者向け仮設

住宅 517 戸（今年 4 月 1 日時

点）について、来年 3 月末ま

で特定延長すると発表しまし

た。大半は民間住宅を借上げ

たみなし仮設ですが、福島県

内の３戸（３人入居）はプレ

ハブ仮設です。震災から１５

年になろうとしているのに、

仮設、特にプレハブ仮設がい

まだ残っている事態は異常で

す。宮城は 20年末、岩手は 21

年 3 月に解消されました。 

宮城県は7月 31 日、県内災害公営住宅の2024 年度入居状況を公表し

ました。各地町村別の一覧は2ページをご参照ください。 

 今回の調査状況で特徴的なことは、被災していない「一般入居戸数」

の入居率が 24％となっていることです。県民センターが集計分析を始め

た 2020 年度は 9.7％でしたが、毎年度その割合が増加しています。つま

り当初は災害公営住宅入居者は被災者だけでしたが、今は一般公営住宅

の入居基準に基づく入居者が増え、被災者世帯と一般入居世帯と二つの

層が混住する状態となっています。 

 入居者の高齢化は年々進み、高齢化率は 53.7％となり昨年度から 1.6

㌽増、20 年度から 8.6 ㌽増となっています（図 1 参照）。県全体の高齢

化率の 29.7％の 1.8 倍となっています。65 歳以上の単身高齢世帯率も

39.9％と、災害公営住宅の高齢化率は毎年増加を続けています。 
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災害公営住宅（多層階タイプ） 

 

災害公営住宅（戸建タイプ） 

いずれも東松島市あおい団地 

空き室は1,187戸と昨年度から145戸増加しています。空き室を巡っては、

今年 3 月に NHK テレビが「隠れ空家」問題を放送しました。この問題は災

害公営住宅で一人暮らしで亡くなり、その家財が放置され、相続人を探して

いる間は処分できず、居住者はいないのに空家にできない、という問題で

す。NHK の調査では自治体は相続人を探すのですが、見つからずケースに

よっては 7 年間放置という事例もあり、25 年 3 月時点で県内では 72 戸の隠

れ空家があるといいます。 

 こうした実態について、メディアでは「高齢化や孤立化が進んで見守りや

生活相談のニーズが高まっている（NHK25.6.23）」、「一般入居者を巻き込ん

でコミュニティを作っていくことがカギ（24.7.13 朝日新聞）」等の指摘をし

ています。また、宮城県は国の復興推進委員会で以下のように報告していま

す。「災害公営住宅入居者の高齢化率・独居立の増加（について）、見守りや

生活・健康相談など、高齢者等の孤立防止に向けた取組の重要性は高まる一

方、国の復興事業終了後の支援体制について検討が必要」。そして「各自治

体の現状を個別丁寧に把握しながら一般施策へのスムーズな移行を図るため

の支援が必要」と強調しています。（第 47 回復興推進委員会 25.6.13）。誠に

的確な認識です。しかし、実際に手立てはとられているのでしょうか。 
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災害公営住宅のこうした現状について、今年 3 月には河北新報が「鉄の

扉 災害公営住宅居の今」特集、6月に朝日新聞が「老いる災害公営住宅」

特集、6 月に NHKが「災害公営住宅入居者状況」を報道しました。いずれ

も高齢化や一人暮らしの増加に伴うリスクに対し、有効に対応しきれてい

ない現状を報道しています。そして被災者孤立対策の交付金が今年度限り

で終了することに伴い、見守り需要が減っていないにも関わらず、少なく

ない自治体で事業を縮小する動きになっているジレンマについても問題提

起しています。 

 災害公営住宅の見守り活動は国の「被災者支援総合交付金」を活用して

行われています。自治体ごとの支援員、相談員の配置状況は下表のとおり

です。  

 表１ 県内被災自治体の支援員、相談員配置数 単位：人 

 
 

神戸市の災害公営住宅見守り支援 

災害公営住宅における見守りをどう考えるべきなのか、阪神・淡路大震

災での事例を踏まえて考えてみましょう。 

1995 年に発災した阪神淡路大震災で大きな被害を受けた神戸市では、発

災2年後の 97年 5月に単身高齢世帯概ね100世帯に 1人の「高齢世帯支援

員」を派遣する制度の運用を始めました。98年から50世帯に増員していま

す。この制度は、地域見守り活動の直接的な支援を行い、生活相談、巡回

による安否確認、緊急時の対応を行うとともに、復興住宅等のコミュニ

ティづくり等の支援を行いました。同年 7 月には各区社協に「地域福祉活

動コーディネイター」を配置し「復興住宅等の要援護者の把握と地域見守

り体制の連絡調整、テレフォンサポート、復興住宅でのコミュニティづく

り等の地域見守りのコーディネイター役として大きな役割を果たした1」」と

いいます。 

 i「超・高齢社会先取地“こうべ”の地域見守り活動」（神戸市保健福祉局：2008 年） 

 

県内被災自治体の支援員、相談員配置数 単位：人 

年度 

自治体 
2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 来年度以降 

仙台市 7 7 7 7 終了    

石巻市 34 34 30 28 28 13 13 継続検討中 

塩竃市 9 8 6 5 5 5 5 継続検討中 

気仙沼市 22 16 20 20 19 18 15 継続検討中 

名取市 27 18 12 9 9 6 6 継続検討中 

岩沼市 5 5 2 2 2 終了   

東松島市 14 13 12 4 4 4 4 終了 

七ヶ浜町 7 6 6 5 4 4 4 検討中 

南三陸町 15 15 10 10 9 9 5 継続検討中 

出所：朝日新聞 25.6.30 

能登半島地震 

みなし福祉避難所、転居高齢

者の 1 割死亡 

 能登半島地震で石川県の高

齢者施設などから、県内外の

「みなし福祉避難所」に移っ

た 2131 人の内 255 人（12％）

が亡くなっていたことが 6 月

に県の集計でわかりました。

詳しい死因は確認できていな

いといいますが、環境変化の

ストレスが影響した可能性は

「排除できない」といいま

す。自治体が定める福祉避難

所が被災するなどして受入先

が不足したため、特別養護老

人ホームなどをみなし福祉避

難所として指定しました。 

（25.6.16 日経新聞） 
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そして発災から 11 年後、復興住宅に「高齢世帯生活援助員（SCS）」が

常駐する「自立支援拠点」を順次開設していきます。これは巡回型から常

駐型の見守り制度で「高齢者自立支援ひろば事業」として展開されまし

た。対象は 196 団地 2400 人が対象となりました。自立支援拠点は「あん

しんすこやかルーム」と呼ばれました。この事業は兵庫県の復興基金事業

として行われ、16年には 7市 166団地で巡回や交流イベントが開催されま

したが、発災から 22 年後の 17 年には、基金の枯渇に伴い、7 市が事業を

終了し、神戸市も 20 年度に事業を終了しました。 

表２ 神戸市「高齢者自立支援ひろば事業」の概要 

機能 主な事業内容 

見守り 

ひろばを置く復興住宅の常駐型見守り 

近隣復興住宅の巡回型見守り 

高齢者からの相談に対する対応 

健康づくり 
ミニディサービス、会食サービスなど 

趣味の講座など生きがいづくり事業 

コミュニティ支援 
入居者間、入居者と地域の交流事業 

コミュニティづくりのサポート 

支援者のプラット

ホームの場 

高齢者や支援事業に関わる情報発信 

情報紙発行など高齢者への情報発信 

                      出所：神戸新聞 2006.10.22） 

しかし、仙台では 

神戸市は発災から 25 年間、復興住宅での高齢者見守り等を続けたので

す。しかし仙台市は発災から12年後に災害公営住宅の高齢者等の見守り支

援を担ってきた社協の「地域支えあいセンター」を廃止し、生活支援相談

員の見守り活動を打ち切りました。 

災害公営住宅は、災害時により大きな負担に直面する、いわゆる災害弱

者と呼ばれる高齢者や障がい者の方々に優先的に入居してもらう「優先入

居枠」の運用が東日本大震災でも行われました。そのことにより人工的に

高齢化率の高い町が形成されることは当初から予想されていたことでし

た。また災害公営住宅に入居された被災者は長年戸建住宅に住んでいた方

も少なくなく、元の住居→避難所→仮設住宅と、短期間で周囲の環境変化

を経験し、災害公営住宅ではさらに近隣関係が脆弱な状況にならざるを得

ないことも、明らかになっていました。現在も高齢者見守りの取組みの重

要さは何も小さくなっていません。むしろこれからが重要です。被災者支

援総合交付金は今年度で打ち切らず、神戸市の例から見ても少なくともあ

と 5 年は継続する必要があります。国が財政支援をしない場合でも、宮城

県や各自治体は支援財源を捻出して、見守り支援を継続すべきです。 

 神戸市がその後、様々な手法で見守り活動を実践するようになった大き

な分岐点は、阪神・淡路大震災の経験だったとされています。震災の教訓

を平時に活かしたのです。この例からも災害公営住宅での見守り活動は、

必ずこれからの高齢化社会における見守り活動の先取りとして、教訓を残

することに繋がります。今、支援体制を崩すべきではありません。 
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東日本大震災 義援金 

沿岸被災 15 市町独自分 71 億円 

 

 
東日本大震災では被災者向けに国内外から総額 2173 億円の義援金が寄

せられました。その配分はすでに 2022 年 3 月に終了しています。死亡・

行方不明者には 124 万円/人、全壊の住家被害には最大 155 万円が贈られ

ました。（表１.参照） 

 

表１.東日本大震災における宮城・岩手両県の義援金配分基準

宮城県 岩手県

死亡・行方不明者 124万円 183万円

災害障害見舞金対象者 29万円 －

全壊 115万円 183万円

大規模半壊 85万円 -

半壊（大規模半壊除く） 54万円 113万円

全壊 40万円 -

大規模半壊 25万円 -

半壊（大規模半壊除く） 15万円 -

仮設住宅未利用世帯（加算） 10万円 -

50万円 -

36万円 -

26万円

117万円

59万円

（千円未満切り捨て）

半壊以上の被害を受けた社会福祉施設等の入所者1人あたり　全壊

半壊以上の被害を受けた社会福祉施設等の入所者2人あたり　半壊

配分対象

母子・父子世帯（1世帯当り）

高齢者施設・障碍者施設入所者（1人当り）

人的被害（1人当り）

住家被害（１世帯当り）

津波浸水区域におけ

る住家被害（１世帯

当り）＊上記「住家

被害」に加算

震災孤児（1人当り）

東日本大震災の場合、義援金が寄せられたルートは①日本赤十字社、中央

共同募金会、NHK、NHK厚生文化事業団等で受け付けもの ②被災地の都道

府県に寄せられたもの ③被災市町に寄せられたものの3つありました。①の

ルートの義援金は、厚労省が事務局を担う「義援金配分割合決定委員会」で

標準的な基準を決め、都道府県に配分されます。②は宮城県では「災害義援金

配分委員会」で①に②を足して、配分対象や額を決めて被災市町村に配分し

ます。③も同様に市町村ごとに委員会を設けて配分されます。表１.の岩手県

の宮城県の配分基準が異なっているように都道府県ごとに基準は異なります。 

被災者生活再建支援金は最大で 300 万円しか支給されませんから、義援金は

住宅再建上、大きな役割を果たしました。この義援金総額は被災者生活再建

支援金（宮城県内分）2189 億円や「地震保険の支払額 5600 億円の 4 割」（朝

日新聞 2022.2.16）にもなります。これ以外に、沿岸被災市町に直接寄せられ

た総額 71 億円の義援金もありました（表 2.）。各市町独自分は表 1.の配分額

にプラスして被災者に配分されました。例えば気仙沼市であれ住家被害全壊

（津波浸水区域）には最大 7 万円が上乗せされました。 
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表3.主な災害での義援金額（1世帯当り）

発災年月 1990年11月 1993年7月 1995年1月 2004年10月 2007年3月 2007年7月

全半壊（焼） 706棟（世帯） 1032世帯 46万357世帯 1万7227世帯 2426世帯 7041世帯

義援金総額 約234億円 約256億円 約1793億円 約372億円 約32億円 約89億円

1世帯あたり 約3314万円 約2418万円 約40万円 約216万円 約132万円 約126万円

能登半島

地震

新潟中越沖

地震

雲仙・普賢

岳噴火災害

北海道南西

沖地震

阪神・淡路

大震災

新潟県中越

地震

表２.沿岸市町に独自によせられ

た義援金 

 

調査方法：各自治体公表データと県

民センター聞き取りにより作成 

注 1：利府町は義援金ではなく、寄

附金。町の復旧・復興事業に活用し

た。 

仙台市 1,104 百万円

石巻市 1,334 百万円

塩竃市 231 百万円

気仙沼市 890 百万円

名取市 605 百万円

多賀城市 195 百万円

岩沼市 156 百万円

東松島市 399 百万円

亘理町 142 百万円

山元町 175 百万円

松島町 55 百万円

七ヶ浜町 125 百万円

利府町注1 82 百万円

女川町 795 百万円

南三陸町 883 百万円

計 7,171 百万円

受付義援金

実際の配分は、義援金がいつ、どこまで増えるかわかりませんか

ら、一定の次期を区切って配分されます。東日本大震災の石巻市の場

合、１４回にわたり配分されました。最後の配分は、「死亡・行方不

明者」分２９６１円でした。どの時点で、どの人（被害者）に配分す

るか判断が難しく、各自治体では公平性に最大配慮して、配分終了ま

で時間がかかっているのが実情です。気仙沼市では 2022 年 3 月が配

分終了日でした。 

災害規模と義援金規模と今後の課題 

表 3.はこの間の主な災害での義援金額をまとめたものです。一般に

「義援金総額」は集まった金額を被災世帯数で割ることで 1 世帯あた

りの配分額を算出しています。表で明らかなように、雲仙・普賢岳噴

火災害では 3314 万円だったものが、阪神・淡路大震災では 40 万円と

大きな差があり、災害規模と義援金規模の関係で大きな格差があるこ

とが分かります。ですから被災者の生活再建支援に義援金にだけ依拠

することはリスクが大きすぎます。被災者の生活再建支援の基本は現

行最大 300 万円までの被災者生活再建支援金の大幅な増額（最低でも

600 万円）したうえで、赤十字社・中央共同募金会等のルートと都道

府県ルートで寄せられた義援金を従来通り配分し、被災者生活再建支

援金に上乗せする。そして市町村へ寄せられたものは、少額を何度に

もわたって配分するのではなく、市町村独自の被災者支援事業に充当

することを検討すべきでしょう。東日本大震災では、利府町が寄附金

として町の復旧・復興事業に充当し、そのように活用しました。その

際、使途の全面公開は必須です。特に国の被災者支援メニューにはな

いソフト事業への充当が期待されます。そもそも義援金をどう被災者

支援のなかで活用すべきなのか、予め議論を深めておくことも必要で

す 

 

 

出所：東日本大震災・宮城県以外は「1.17 は忘れない 伝える―阪神淡路大震災 20 年の教訓」改定版兵庫県 2015 年 

注：宮城・岩手両県の全半壊数値は棟数（2014 年 3 月 9 日消防庁 163 報） 義援金額は 2021 年 11 月 22 日時点 宮城県発表数 
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改正災害対策基本法 施行 

「福祉」 応急救助に追加 

災害対策基本法は、1959 年の伊勢湾台風をきっかけに 1961 年に制定されま

した。我が国の災害対策の基本となる法律です。大規模な災害が発生するたび

にその教訓を踏まえて改正が行われており、近年も複数の改正が実施されてい

ます。2024 年の能登半島地震を契機とした 2025 年の改正が 7 月 1 日に施行さ

れました。 

 

2025 年の主な改正内容 

2024 年の能登半島地震の教訓を踏まえ、災害対策の強化と被災者支援の拡充

を目的として改正されました。 ポイントは 6点です。 

 

（１）「場所の支援」から「人の支援」へ：これまでの避難所を中心とした支

援から、自宅避難者や車中泊避難者など個々の被災者に寄り添う支援へ

と転換を図ります。 

（２）防災監の新設：内閣府に次官級の「防災監」を新設し、災害対応におけ

る国と自治体の司令塔機能と調整能力を強化します。 

（３） 福祉サービスの提供：災害救助法に「福祉サービスの提供」が追加さ

れ、被災者の状況に応じたきめ細かな福祉支援が可能になります。これ

が今回改正の最大の目玉です。 

（４） 被災者援護協力団体の登録制度：NPO やボランティア団体などを「被   

災者援護協力団体」として国が登録する制度を創設し、自治体が連携を

円滑に行えるようにします。 

（５） 物資備蓄状況の公表義務化：自治体に対し、保存食や簡易トイレなどの

災害用物資の備蓄状況を年1回公表することを義務付けます。 

（６） 水道復旧の権限強化：災害時に水道事業者が復旧のため私有地に立ち

入って作業できる権限を明確化します。  

 

今回の法改正の最大の眼目は、今まで避難所中心だった被災者支援の在り方

を、避難所以外に避難せざるを得ない被災者一人ひとりの支援への転換を目指

すものということです。様々な事情で避難所に行けずに自宅にとどまらざるを

得ない高齢者や障がい者への支援に救助の範囲を拡げました。また、これらの

被災者への訪問活動等を国費で実施できることになりました。さらに「被災者

援護協力団体」に登録すれば、訪問支援に必要な被災者の個人情報を自治体か

ら提供を受けることもできるようになります。 

従来、壁とされてきた「財源」と「個人情報」の二つが改善され、被災者支

援の初動におけるネックの解消が進むことが期待されます。 
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法改正に合わせて、厚生労働省は社会福祉士や介護支援専門員、保育士な

どからなる災害派遣福祉チーム「DWAT」の運用指針を見直し、活動範囲を

避難所以外に広げ、福祉の専門チームが車中泊者や在宅の要援護者の見守り

に回る仕組みを整えました。 

骨格はできたが肉付けはこれから 

 しかし」発災時に被災自治体以外の都道府県から派遣される「DWAT」の活

動は、たとえば DMAT（医療チーム）が 1 クール 48～72 時間となっている

ように、期間が限定されています。その継続的な連携体制をどうつくるの

か、アウトリーチの内容をどうするのか、複雑な事情を抱えている被災者の

情報をどう把握し、どう継続的支援につないでいくのか、等々これからの課

題が満載です。まさに肉付けはこれからということです。しかし、大規模な

災害のたびに繰り返される災害関連死を防ぐために、今回の改正は重要な意

味を持っていることに変わりはありません。 

様々な問題点を抱えながらも災害対策や災害救助の法律は改善されてき

ています。今回の改正も東日本大震災以来、東北の被災地で災害弱者を支

えてきた支援団体や福祉・法曹関係者が要望を繰り返してきたことが反映

されています。河北新報は 8 月 14 日付けの社説で次のように主張してい

ます。 

「これを機に被災者のための、血の通った災害法制としたい。今後予想さ

れる大規模災害に備え、官民が連携し、平時から実効性のある支援体制を

再構築する必要がある。」 

誰も支援の網から取りこぼさないための体制強化を求めていきましょう。 

 

注：一部市町の人数は概数     

出所：河北新報 25.8.1 

 

7.31カムチャッカ津波避難状況

避難指示

対象者(人）

最大避難

人数

（人）

避難率

（％）

気仙沼市 1,566

南三陸町 11,308 515 4.6

石巻市 2,526

女川町 718

東松島市 1,801

松島町 10,121 590 5.8

利府町 349 36 10.3

七ヶ浜町 2,190 742 33.9

塩竃市 51,371 1,453 2.8

多賀城市 22,000 1,277 5.8

仙台市 2,462 1,450 58.9

名取市 10,200 1,167 11.4

岩沼市 200

亘理町 4,848 418 6.6

山元町 1,843 660 35.8

7.30 カムチャッカ津波避難の検証を 

7 月 31 日に発生したカムチャッカ半島付近を震源とする巨大地震で、気象庁

は国内広範囲に津波警報を出しました。これに伴い、県内沿岸市町でも約 1 万

5 千人が避難所等に避難しました（左表参照）。避難率が一桁台の市町が多いこ

とが分かります。 

2021 年の災害対策基本法の改正により災害時に大きな被害を受けるおそれの

ある、高齢者や障がい者などの「避難行動要支援者」について、市町村が「個

別避難計画」を作成することが努力義務とされました。 しかし、宮城県では作

成が遅れており、要支援者 7 万人強のうち、計画策定済みの人は 7967 人にと

どまり、策定率は東北で最低の 11.1％で全国平均（14.0％）も下回ります。策

定済みの市町でも「避難支援者や避難経路が記入されていない」など計画内容

自体の不備も少なくないようです。今後の計画づくりに役立てていくために、

今回の津波避難で各市町で「個別避難計画」がどう実行されたのかを検証する

ことが必要です。 

 

 

DWAT 

Disaster-Welfare-Assistance 

Team の略。大規模災害時に

避難所で高齢者や障害のある

方、子どもなどの「要配慮

者」を支援する福祉専門職で

構成されたチーム 

https://www.google.com/search?sca_esv=7c6c3e386d10efbb&sxsrf=AE3TifMGz890KTFe9DHbC7OxPVYPdFDvuA%3A1758690642107&q=%E8%A6%81%E9%85%8D%E6%85%AE%E8%80%85&sa=X&ved=2ahUKEwjqlviX0fCPAxUBZfUHHeafBhQQxccNegQINRAC&mstk=AUtExfDlZjPNTN9MaAPbtBCJWiRgDsSw8M0aKo6sUJ7NbHPUQgtzpbV664DyGoS62BG4OisPeKeaZ876dXhgttCmMe8fDSXbDiuXTBtIDj-4hmrpbC4h64--auYxwz-_YF0-6dya34zxLqPycYk8EqTF_sYHgqgwJqQ8nM31dfZ0pSjpCx8&csui=3
https://www.google.com/search?sca_esv=7c6c3e386d10efbb&sxsrf=AE3TifMGz890KTFe9DHbC7OxPVYPdFDvuA%3A1758690642107&q=%E8%A6%81%E9%85%8D%E6%85%AE%E8%80%85&sa=X&ved=2ahUKEwjqlviX0fCPAxUBZfUHHeafBhQQxccNegQINRAC&mstk=AUtExfDlZjPNTN9MaAPbtBCJWiRgDsSw8M0aKo6sUJ7NbHPUQgtzpbV664DyGoS62BG4OisPeKeaZ876dXhgttCmMe8fDSXbDiuXTBtIDj-4hmrpbC4h64--auYxwz-_YF0-6dya34zxLqPycYk8EqTF_sYHgqgwJqQ8nM31dfZ0pSjpCx8&csui=3
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